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１ はじめに 

（一般社団法人）日本航空宇宙工業会（SJAC)の紹介 

• 航空宇宙機器の市場調査 
• 航空宇宙機器の製造・修理に関する技術・改善等の調査研究 
• 航空宇宙機器の規格基準の作成 

総合役員会 

理事会 総会 顧問 

事務局 

革新航空機 
技術開発センタ 

航空機業界EDIセンター 
運営委員会 

航空宇宙品質センター
[JAQG]運営委員会 

総務部 

調査部 

広報部 

国際部 

業務部 

技術部 

臨時委員会×１０ 

航空・宇宙に関
する動向調査 

会員企業数：約１４０社 

設立：昭和２７年（１９５２） 

常設委員会×８ 

（宇宙委員会） 

SJAC : The Society of Japanese 
Aerospace Companies 
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業界団体の位置づけ 

① 我が国の産業振興への成功への貢献 
• 政党主導による産業振興への奨励 
• 行政府指導による振興法の策定 
• 政・官による財政融資・研究開発支援 
• 企業間協調体制の確立 
 

② 業界団体の役割 
• 政策の関係企業への情報の普及 
• 研究会等の設置による企業間の情報共有 
• 成果の説明会等による関係企業への知識の普及 

参考： 「富国強兵の遺産」ﾘﾁｬｰﾄﾞ・J･ｻﾐｭｴﾙ著、１９９７、三田出版会 

政治 

行政 企業 

⇒ １９６０~１９８０年代の航空機産業育成を高く評価 
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１ はじめに 
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１ はじめに 

宇宙機器産業の特徴 
 
• 耐環境性等の高い品質が求められる 
    ＩＳＯ，ＪＡＸＡ等による設計標準に基づく部品認定が必須 
 

• 部品点数が多いが、生産数は少ない 
    静止衛星の例で部品点数は７０万個 衛星シリーズとしても１０～１５年に１機 
 

• 技術の秘匿性が高く輸出規制の対象となる 
    輸出入管理の対象として多くの制限を受ける 
 

• 熟練技術が求められる 
    作業員は個々の作業単位で技量の認定が必要 

 
• 研究開発計画の主導権は国（ＪＡＸＡを含む） 
    プロジェクトの中止もあり得る 民間市場は限られる 
 

• 新規参入の障壁は高い 
    失敗の責任を問われる 未来への投資と覚悟（直ちに収益に繋がらない）  
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１ はじめに 

宇宙機器産業の特徴 

衛星製造企業と製品品目（衛星本体・搭載機器） 

Directory of Japanese Space Products & Services 2012, SJAC 

・ 製造企業数が限定されて最終
組み立て企業が殆どの製品を製造 
 

・ 周辺機器を含めても製造分担
企業は限定 
 

・ 製造品目が特定企業に限定さ
れる傾向 
 

・ 生産から撤退した企業の製品の
代替は外国から輸入 
 
・ 新規参入企業は少ない 
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１ はじめに 

宇宙機器産業の特徴 

衛星製造企業と製品品目 
（輸送システム・地上装置・サービス） 

Directory of Japanese Space Products & Services 2012, SJAC 

・ 製造企業数は衛星より広範
囲だが主契約の企業が殆どの
製品を製造 
 

・ 周辺機器を含めても製造分
担企業は限定 
 

・ 製造品目が特定企業に限
定される傾向 
 

・ 機器・部品の輸入が増加の
傾向 
 
・ 新規参入企業は少ない 
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１ はじめに 

ロケット 

地球観測 

ⒸJAXA 

地上管制施設 

科学・探査 放送・通信 
気象観測・航法 測位 

物資補給機 宇宙実験棟 

概ね全ての分野で研究開発・設計・製造能力を有する 
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２ 我が国宇宙産業の過去 

我が国の宇宙産業は今日に至るまで、どの様な経
緯を辿ったのか？ 

・ 宇宙開発予算 
 
・ 技術発展への期待 
 
• 貿易摩擦の影響 
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２ 我が国宇宙産業の過去（歴史） 

① 黎明期 （ １９５４ ～ １９７０ ） 
• １９５４ ペンシルロケットの開発開始 
• １９６９ 宇宙開発事業団（ＮＡＳＤＡ）の発足 
• １９６９ 初の人工衛星「おおすみ」の成功 

 

② 独自技術の育成 （ １９７０ ～ １９８０ ） 
• １９７５ Ｎ－Ｉ ロケットの開発 日本初の静止衛星「きく２号」の成功 
• １９７７ 気象衛星「ひまわり」シリーズ、通信衛星「さくら」シリーズ 
• １９７８ 放送衛星「ゆり」シリーズ 
• １９７８ Ｈ－Ｉ ロケットの開発開始 
 

③ 技術基盤の確立 （ １９８０ ～ １９９９ ） 
• １９８１ 宇宙科学研究所の発足とＭ－Ｖロケットの開発開始 
• １９８５ 国際宇宙ステーション計画への参加 
• １９８８ 無重力環境実験等の活発化 

• １９８８ 米国からの対日制裁発動  
 

④ 国際競争力の育成 （ １９９９ ～ ） 
• ２００２ 宇宙航空研究開発機構（ＪＡＸＡ）の発足 
• ２００８ 宇宙基本法の制定 （ 安全保障への寄与・産業振興 ） 
• ２００９ 宇宙基本計画の策定 （ 利用の拡大・国際競争力強化 ） 

「日本の航空宇宙工業５０年の歩み」日本航空宇宙工業会、平成１５．５ 



・ 我が国の宇宙予算は１９７０年
代に諸外国の宇宙開発予算の
伸びを遙かに凌ぐ伸びを示した 

 

• １９８０年代から我が国宇宙関
連事業には重工業のみならず、
情報通信、建設業界の参入が
相次いだ 
 

• この間に旧宇宙開発事業団
（旧NASDA）が中心となって実
用衛星の開発が進んだ 

 
 

宇宙開発予算の状況 

初期：日本電気、富士精密（後の日産自動車→IHIエアロスペース） 
中期：三菱電機、三菱重工業、川崎重工業、石川島播磨重工業（IHI） 
 ~  東芝、日立製作所、富士通 
 ~  清水建設、大林組、竹中工務店 
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２ 我が国宇宙産業の過去（宇宙開発予算） 



世界では様々な技術予測が行われたが ・・・・ 

例： 「２０年後の世界」 Ⅰ,Ⅱ,Ⅲ巻 Nigel Calder 編、（１９６６．５～１９６８．６） 
“ The World in 1984, vol. 1, 2 “ , Nigel Calder ed. Penguin Books Ltd. 1965 

１９６４年に１００人の世界各国の科学・技術の専門家が今後２０年間に起こりそうな
発展を雑誌 “ New Scientists ” に寄稿  
これを２部（日本語版３部）に編集・出版          

対象項目（３６項目）： 
 
 基礎科学  / 天文学と宇宙開発  / 天然資源  /  食糧と農業  /  海洋  /  応用科学 
                  ・ ・ ・ ・ ・ ・  
 電子計算機  /  通信技術  /  医療  /  応用生物学  /  都市問題  /  政治  /  産業と貿易 
                  ・ ・ ・ ・ ・ ・ 
 核兵器  /  航空機ミサイル宇宙兵器  /  海中戦争  /  化学兵器  /  生物兵器  /  ロボット兵器  

２０年後、即ち１９８４年に起きている発展を予測している 

２ 我が国宇宙産業の過去（技術発展への期待） 



基礎科学、生物学、医療等については実現の時期は楽観的過ぎるものの、 
今日では概ね妥当な記述となっている 
 
果たして宇宙関連は？ 

宇宙関連の予測 ： 
 
• 衛星は軌道上で何十年という寿命まで正確にコントロールされる 
• 深宇宙への探査機は日常的に長距離伝送により観測情報を送る 
• 軍事衛星はミリ波・赤外線による高解像度の情報を提供している 

 
• 木星の衛星及び火星に観測機器が着陸し観測情報を送っている 
• 対衛星破壊兵器として有人宇宙船が常時運用されている 
• 軍事費の低減に伴って各国の宇宙開発は促進される 
• 宇宙探査機の管制基地の９割は月面にある 
• 大型ロケットの２段以上は原子力が使われる 
• 宇宙開発の成果は通信衛星以外の実用化は乏しい 

なお、書籍の出版年は初の人工衛星の打ち上げから７年後で人類の月面着陸は未達成 
冷戦構造の崩壊は予測されていない 

２ 我が国宇宙産業の過去（技術発展への期待） 



電子計算機・通信技術の予測： 
 

• 商用郵便は電子信号となって交信されることが日常的に行われている 
• 衛星通信、ミリ波通信、レーザー通信で大陸間通信が日常的になる 
• デジタル伝送が普及しホテル予約、旅行予約、買い物は家庭で行える 
• 電子計算機は殆どの人がポケットに入れる個人用レベルになる 
• テレビは家庭内に止まるが電話は個人専用が普通となる 
• データ伝送技術の発達で会議のための出張は不要になる 

実現の時期は別として、最も的中している予測は？ 

次の項目は全く記述なし 
• 観測衛星の民間利用 
• 測位衛星の実用化 
• 携帯電話（モバイル通信）の普及 
• 情報端末としてのPCの普及 
• 個人用ゲーム機 ヴァーチャルリアリティ技術の普及 
• 光ファイバー通信 
• デジタルカメラ 
• ナノテクノロジー・マイクロマシン 

２ 我が国宇宙産業の過去(技術発展への期待） 



１． 需要と技術発展の関係 

• 生理学・医学や理学の発展の方向性は大きく変わらない 
 

• 工学系の技術発展は関連する技術の進展に大きく依存する 
 

• 新技術の開発が需要を生むのではなく、需要が新技術の開発を促す 
 

２ 我が国宇宙産業の過去（技術発展への期待） 

２． 宇宙開発と宇宙産業の関係 

• 欧米の宇宙産業は冷戦構造の崩壊により政府需要から商業化の方向に転
換した 
 

• 米国政府は軍事関連の技術の成果の民間需要への波及を促進した 
 

• 宇宙開発は技術先行から商業化・利用に移行した 



我が国宇宙開発への外圧 

分類 名称 衛星名 

気象衛星 「ひまわり」シリーズ  ５機 ひまわり１号（１９７７）～５号（１９９５） 

通信衛星 「さくら」シリーズ      ５機 さくら１号（１９７７）～３号ｂ（１９８８） 

放送衛星 「ゆり」シリーズ      ５機 ゆり１号（１９７８）～３号ｂ（１９９０） 

• 米国のｽｰﾊﾟｰ301条を巡る状況下の「日米衛星合意」（平成２年６月：１９９０）により政府等の実用衛
星の調達に制限が加えられた 
 日本政府およびNTT等の機関の非研究開発衛星の調達はオープン、透明かつ内外無差別の手続きにて行う 
 NASDAは新技術の実証を目的とした研究開発衛星を開発する 

 商用または恒常的サービスを継続して提供するための設計または利用される衛星は研究開発衛星ではない  
 

• 以降、NASDA-JAXAの衛星は技術試験衛星として開発、実用衛星は国際入札となり、価格競争力

に劣る国産の実用衛星は今日に至るまで気象衛星１機（ひまわり７号）、商用通信衛星１機
（Superbird-C2）のみである。 
 

• 安全保障を用途とする衛星は上記から除外されるので国際入札の対象にはならない。 

・ 我が国の実用衛星は旧宇宙開発事業団（旧ＮＡＳＤＡ）によって開発 
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２ 我が国宇宙産業の過去(貿易摩擦の影響） 



・ 昭和４８年（１９７３）７月に電信電話公社（旧ＮＴＴ）のヒューズ社訪問 
 

• 日本側が衛星通信関係（ｿﾌﾄｳｪｱ）の設計資料等の購入を希望 
• 米側は衛星本体の購入を要請 

 
 

• これを契機に貿易摩擦の問題として米側が政府間交渉の課題に挙げる 
 

• 日本製より優れた米国製の衛星を購入しないなら、通信機器市場の開放という米国政府
の要請が無意味になる 

• 米国の通信機器、半導体、工作機械が不振を極める中、日本市場の閉鎖性を維持する
日本の産業政策への米国世論の反発は大きい 

• 日本は衛星開発を自主技術で行いつつ、将来は製品輸出を計画するという、矛盾した政
策が貿易摩擦を拡大している 
 

「日米逆転」Ｃ．Ｖ．プレストウィッツ著、１９８８、ダイアモンド社 
 

• 今日でも国内には「日米衛星合意」の撤廃を求める声がある。 

補足 ： 日米衛星合意に至った背景 
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２ 我が国宇宙産業の過去（貿易摩擦の影響） 



用 途 機数 運用機関・会社 製造会社 打ち上げ機 打ち上げ時期 

地球観測 ８ JAXA ×７ 
ｳｪｻﾞｰﾆｭｰｽ×１ 

日本電気×３ 
NASA×２ 

三菱電機×１ 
JAXA×１ 

ｱｸｾﾙｽﾍﾟｰｽ×１ 

ﾄﾞﾆｴﾌﾟﾙ×２ 
H-IIA×２ 

DELTA×２ 
H-II×１ 

M-３SII×１ 

１９８０年代×１ 
１９９０年代×２ 
２０００年代×３ 
２０１０年代×２ 

データ中継・通
信技術試験 

２ 総務省・JAXA×２ 三菱電機×１ 
日本電気×１ 

H-IIA×２ ２０００年代×２ 

測地実験 １ JAXA×１ 川崎重工業×１ H-IIA×１ １９８０年代×１ 

測位 １ JAXA×１ 三菱電機×１ H-I×１ ２０１０年代×１ 

技術試験 ２ JAXA×２ 三菱電機×１ 
JAXA×１ 

H-IIA×２ ２０００年代×１ 
２０１０年代×１ 

気象・航空管制 ２ 国交省・気象庁×２ 三菱電機×２ H-IIA×２ ２０００年代×２ 

情報収集 ６ 内閣府×６ 三菱電機×６ H-IIA×６ ２０００年代×６ 

商用通信 １４ ｽｶﾊﾞｰJSAT×１０ 
ｽｶﾊﾞｰJSAT・

NTTdocomo×２ 
ｽｶﾊﾟｰJSAT・宇宙通信

×１ 
宇宙通信×１ 

ﾛｯｷｰﾄﾞ･ﾏｰﾁﾝ×６ 
ﾋｭｰｽﾞ×４ 

ﾎﾞｰｲﾝｸﾞ×２ 
ｵｰﾋﾞﾀﾙ×１ 

三菱電機×１ 

ｱﾄﾗｽ２AS×２ 
ｱﾘｱﾝ４×４ 

ｾﾞﾆｯﾄ３SL×２ 
ｱﾘｱﾝ５×６ 

１９９０年代×３ 
２０００年代×８ 
２０１０年代×３ 

商用放送 ５ 放送通信システム×５ ﾛｯｷｰﾄﾞ･ﾏｰﾁﾝ×３ 
ｵｰﾋﾞﾀﾙ×２ 

ｱﾘｱﾝ５×５ ２０００年代×３ 
２０１０年代×２ 

「日本の航空宇宙工業」平成２６．３、日本航空宇宙工業会をもとに作成 

運用中の衛星（平成２６．３現在） 
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２ 我が国宇宙産業の過去（貿易摩擦の影響） 
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３ 我が国宇宙産業の現状 

我が国の宇宙産業の今日はどの様な状況なのか？ 

・ 昨今の話題 
 
• 産業構造 

 
・ 売上高 
 
・ 従業員数 
 
・ 研究開発の状況 
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３ 我が国宇宙産業の現状（昨今の話題） 
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技術的話題 : 信頼性 
•  2010.６月 惑星探査機 「はやぶさ」の帰還 

  ６０億キロの旅程を経た帰還が社会全般で話題性を高める 
  

•  2014.１０月   H-2A の連続成功 
 H-2A と H-2B  の累計の成功確率 96.55% (28/29）)  

 

 市場状況 : 海外展開 
•  2011.３月 トルコ政府より商用衛星の受注に成功 

  日本企業が国際入札に勝った初めての例 
 

•  2011.１０月   地球観測衛星に関する日本-ベトナム間の政府間合意 
 ODA (海外開発援助）による日本企業の衛星受注 
 

•  2012.５月   H-2Aによる初めての打ち上げサービス契約 
 韓国の多目的衛星の打ち上げ受注 
 

• 2014.9月   アラブ諸国で初の人工衛星受注 
 カタールより商用通信衛星を受注 
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我が国の宇宙機器産業及び関連産業の規模（平成２４年度） 

分   類 
産業規模 

[単位：億円] 

宇宙機器産業 
（衛星、ロケット、地上施設等） 

宇宙利用サービス産業 
（衛星通信･放送等の宇宙インフラを

利用するサービス） 
8,371 

宇宙関連民生機器産業 
（カーナビ、衛星携帯電話端末等の

民生機器） 
18,739 

ユーザー産業群 
（サービス産業からのサービスと民生

機器を購入･利用する事業） 
31,405 

合   計 61,675 

•  宇宙機器・関連産業の総売り上げは６．２兆円 

•  宇宙利用サービス関連産業は拡大の一途 

•  宇宙利用ｻｰﾋﾞｽ産業は外国製衛星に依存 

出展：平成２５年度「宇宙産業データブック」 
日本航空宇宙工業会 
 
（宇宙関連企業の約８０社の資料提供等による） 

宇宙機器産業 

3,160億円 

宇宙関連 
民生機器産業 

宇宙利用サービス産業 

購入 

ユーザー産業群 
各項目ごと四捨五入のため、合計は一致しない 

３ 我が国宇宙産業の現状（産業構造） 



主要国の宇宙開発予算 

• 欧州各国は２００７年以降は
予算減少の方向 
 

• これに伴ってＥＳＡ（欧州宇
宙機構）予算も減少の傾向 
 

• 米国予算はオバマ政権の
方針としてＮＡＳＡ予算は２
０１７年まで同額に据え置き 
 

• 現在でも日本は米国に次
いで第２位 

「世界の航空宇宙工業」平成２６．３、
日本航空宇宙工業会をもとに作成 22 

３ 我が国宇宙産業の現状（宇宙開発予算） 
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我が国の宇宙機器産業の売上高の推移（１）: 内訳 

• 宇宙開発予算の伸びに
伴って増加した売上高は
２０００年代から減少傾向 
 

• この間に宇宙機器産業
から撤退もしくは事業部
の縮小改編が多発 
 

• ２０００年代初頭から減少
の一途となり、２０１０年代
は概ね同額で推移 
 

• 現状は最盛期の８割程
度 

出典： 「平成２５年度宇宙産業データブック」日本航空宇宙工業会 23 

３ 我が国宇宙産業の現状（売上高） 
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我が国の宇宙機器産業の売上高の推移（２）： 輸出と内需 

• 売上高に輸出の占める割合
は過去の最大で２４％ 
 

• 過去の輸出の主力は地上装
置であるが、各国のＩＴバブ
ルの崩壊により受注が激減 
 

• ２０００年代に入り輸出額は大
きく減少 
 

• その後は地上装置は各国と
も小型化の傾向にあり輸出
増の見通しなし 
 

• 昨今の輸出額の割合は９％
以下 出典： 「平成２５年度宇宙産業データブック」日本航空宇宙工業会 
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３ 我が国宇宙産業の現状（売上高） 
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宇宙開発予算と宇宙機器産業の売上高の関係 

• １９７０年代から国の予算
増加に伴って宇宙機器
産業は国内需要・輸出に
よって売上を増大 
 

• 売上高は２０００年代初頭
から減少、２００３年以降、
国の宇宙開発予算を下
回る状況 
 

• 現状、宇宙機器産業は
官需要に大きく依存する
構造 

出典： 「平成２５年度宇宙産業データブック」日本航空宇宙工業会 
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３ 我が国宇宙産業の現状（売上高） 
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• 従業員数は１９９２年から
の１５年間で継続的に減
少傾向 

• この間に宇宙機器産業
全体では各年約２７０人
の従業員が減少 

• 我が国宇宙機器産業の
従業員数は最盛期の6
割程度まで減少 

出典： 「平成２５年度宇宙産業データブック」日本航空宇宙工業会 
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３ 我が国宇宙産業の現状（従業員数） 
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H24.4  採用数  参考（※） 

博士 １ ４５０（２８）  

修士 ３０ １８１９（３２） 

大学 ２０ １６８１（１６） 

高校・高専 ２７ 

合計 ７８ ３９５０ 

宇宙機器企業のうち大手５社の平成２４年度の新規採用者数は合計で約80名 
大手５社の宇宙機器従業員数は ２４５１名 （日本航空宇宙工業会の調査結果） 

 

(※）宇宙関係学科を有

する大学・大学院の新規
入学者定員数を示し（）
は大学数 

• 宇宙機器分野の新規採用者数は大手５社の各社平均で１５名前後 
 

• 従業員数削減の影響により、企業の新規採用数は限定。 
 

• 各企業は宇宙関係の専門教育を受けた人材供給に応えられない状況 

第6回宇宙政策委員会配布資料 
「人材育成・宇宙教育の現状,課題及び今後
の検討の方向（案）」内閣府宇宙戦略室 

出典： 

人材供給の問題 
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３ 我が国宇宙産業の現状（人材確保） 
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年度 

宇宙機器産業の研究開発費の推移 
• 各企業の研究開発費の投
資は過去２０年近く継続して
低減の傾向 
 

• 過去８年間にわたり低迷 
 

• 次世代を担う研究開発者に
とって挑戦の機会が減少 
 

• 企業独自の技術基盤にも支
障を来す 

出典： 「平成２３年度宇宙産業データブック」日本航空宇宙工業会 
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３ 我が国宇宙産業の現状（研究開発費） 



• 企業のR&D投資比率を
研究開発費/売り上げで

示すと宇宙機器産業で
は過去の５％から昨今
では２％以下に低迷 

• 売り上げの減少は企業
の研究開発活動の縮小
に繋がっている 

出典： 「平成２３年度宇宙産業データブック」日本航空宇宙工業会 
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３ 我が国宇宙産業の現状（研究開発費） 
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研究開発投資比率（R&D/売り上げ） ％ 

産業別R&D投資率の分布 
（電気機器・機械・精密機械 150社） 

• 我が国製造業のR&D投資

比率は３％～５％であるが、
宇宙機器産業は２％以下 
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研究開発投資率(R&D/売り上げ） ％ 

産業別R&D投資率の分布 
（情報通信 46社） 

• 衛星利用サービスを対象と
する情報通信関係企業の
研究開発投資比率は低い 

• 宇宙機器・衛星利用サービ
ス等の関連企業の研究開
発活動は低調 

出典 ： 研究.net 「企業R&Dデータベース」    
http://www.kenq.net/search/index.html をもとに作成 
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３ 我が国宇宙産業の現状（研究開発費） 



 宇宙機器産業は売り上げ・従業員数ともに低迷、企業独自の研究開発活動
も縮小 
 

 宇宙機器産業の売り上げは政府需要に大きく依存 
 

 宇宙機器産業だけでは大学・大学院の卒業生を受け入れる容量不足 
 

 衛星利用サービス関係企業は売り上げを伸ばしているが、企業独自の研究
開発活動は低調 
 

 今後の衛星利用サービスは地球観測衛星、測位衛星の利用拡大が見込ま
れるが、この分野のソフトウェア開発が緊急の課題 
 

31 

３ 我が国宇宙産業の現状（まとめ） 



４ 我が国宇宙産業の課題 

• 安全保障の関係 
 

• 政府計画との関係 
 

• 技術的波及効果への疑問 
 

• 民間能力の活用 

32 

我が国の宇宙産業にとっての課題は何か？ 



アメリカ 

2135機 

ロシア/CIS 

3525機 

日本 

168機 

技術試験衛星 

科学衛星 

ｽﾃｰｼｮﾝ有人 

宇宙環境利用 

航行・測位衛星 

地球観測衛星 

宇宙葬 

気象衛星 

教育 

測地衛星 

探査機 

通信放送衛星 

その他 

軍需 

フランス 

69機 

ドイツ 
62機 

イギリス 
39機 

世界主要国の衛星打ち上げ総数(２０１１年１２月現在に至るまで）を見ると世界各国は
軍需用途の衛星が一定の割合を占めている 

33 「完全図解 宇宙手帳」渡辺勝巳著、２０１３．３、講談社ブルーバックス
をもとに作成 

４ 我が国宇宙産業の課題(安全保障との関係） 



34 

米国 

30.0% 

ロシア 

16.1% 
欧州 

25.3% 

日本 

4.4% 

中国 

13.2% 

ｲﾝﾄﾞ 

3.2% 

ｲｽﾗｴﾙ 

0.8% 

その他 

7.0% 

４ 我が国宇宙産業の課題(安全保障との関係） 

世界の衛星打ち上げ実績 
 
  （２００４年～２０１３年） 

国名 

米国 ２７７ 

ﾛｼｱ･ｳｸﾗｲﾅ １９２ 

欧州 １４９ 

中国 １２２ 

日本 ５５ 

その他 １５４ 

中国の９２機は軍事用途 

Commercial Space Transportation FAA をもとに作成 



35 

２００７年 ２００８年 ２００９年 

民事 軍事 合計 民事 軍事 合計 民事 軍事 合計 

 
アメリカ 

１７３４２ 
 

（４５％） 

２１２４８ 
 

（５５％） 

３８５９０ 
 

（１００％） 

１７６３０ 
 

（２８％） 

４４９００ 
 

（７２％） 

６２５５０ 
 

（１００％） 

１８７８０ 
 

（２８％） 

４７８５０ 
 

（７２％） 

６６６３０ 
 

（１００％） 

 
フランス 

１６００ 
 

（７３％） 

５９１ 
 

（２７％） 

２１９１ 
 

（１００％） 

８９１ 
 

（６１％） 

５７５ 
 

（３９％） 

１４６６ 
 

（１００％） 

１２３４ 
 

（６７％） 

６０１ 
 

（３３％） 

１８３５ 
 

（１００％） 

 
ドイツ 

８６８ 
 

（９５％） 

３９ 
 

（５％） 

９０７ 
 

（１００％） 

３６３ 
 

（７２％） 

１３９ 
 

（２８％） 

５０２ 
 

（６９％） 

４４３ 
 

（６９％） 

１９０ 
 

（３１％） 

６４２ 
 

（１００％） 

 
イギリス 

３７８ 
 

（５９％） 

２６３ 
 

（４１％） 

８４１ 
 

（１００％） 

９４ 
 

（２０％） 

３７５ 
 

（８０％） 

４６９ 
 

（１００％） 

１０８ 
 

（２８％） 

２８１ 
 

（７２％） 

３８９ 
 

（１００％） 

 
日本 

２５３３ 
 

（１００％） 

０ 
 

（０％） 

２５３３ 
 

（１００％） 

２９６０ 
 

（９４％） 

２００ 
 

（６％） 

３１６０ 
 

（１００％） 

３３１１ 
 

（９５％） 

１６９ 
 

（５％） 

３４８０ 
 

（１００％） 

 The Space Report, Space Frontier Foundation 等をもとに作成 
2009年以降は各国とも内訳を公表していない。 

・ 世界主要国の宇宙開発予算の３０～７０％は軍事関係 
 
• 軍事関係の実績が商用に転用される欧米に対して我が国は国際競争において劣勢 

 

数字の単位
は百万ドル。
日本の予算
は １＄=￥１
００ で換算 

４ 我が国宇宙産業の課題（安全保障との関係） 



新たな宇宙基本計画（平成２５年１月２５日） 

・ 基本的な方針 
 （１）宇宙利用の拡大 
 （２）自律性の確保 

 
・ 重点課題 

 （１）安全保障・防災 
 （２）産業振興 
 （３）宇宙科学等のフロンティア 

 

 ３つの課題に重点を置くとともに科学技術力や産業基盤の維持、向上を図ることが重要であ
り、その解決に向けて実現すべき目標を明らかにする。” 

第２章宇宙開発利用の推進に関する基本的な方針  
２－３施策の重点化の考え方と３つの重点課題 

 

• 宇宙システムのインフラ海外展開を政府を挙げて推進してゆく必要がある 

• 国際競争力を有しないものについては、特に国内に産業基盤を維持するものを特定した上で、
技術開発や政府一体となっての効率的な実証機会の提供等の支援に取り組む必要がある 

• 他の分野で優れた技術を有する新規事業者やベンチャー企業の参入を促し、宇宙産業の裾
野を拡大していくことも我が国の産業基盤維持発展の視点から重要であり政府は新たな参入
への環境整備に取り組む必要がある 

 ２－４ 我が国の宇宙開発利用に関する６つの基本理念（３）産業の振興 36 

４ 我が国宇宙産業の課題（政府計画との関係） 



2009 
H21年度 

2010 
H22年度 

2011 
H23年度 

2012 
H24年度 

2013 
H25年度 

合計 

大型衛星 計画 1 2 2 3 4 12 

実行 1 2 0 1 1 5(+1) 

中型衛星 計画 1 0 3 4 3 10 

実行 1 0 2 3 0 6(+1) 

小型衛星 計画 1 3 2 3 2 11 

実行 1 2 1 0 1 5 

予算(億円） 期待 3,488 5,000 5,000 5,500 6,000 25,000 

実行 3,488 3,390 3,492 3,463 3,636 17,500 
防衛省
を含む 

•当初計画に記載された衛星打ち上げ数でみると実績は約５０％ 

•総経費として２．５兆円（各年５０００億円）との期待に対して、政府支出３０００億円、民間２０００億円が達成目標との解釈あり 

前宇宙基本計画（２００９～２０１３)の計画と実績 

37 

４ 我が国宇宙産業の課題（政府計画との関係） 



38 

宇宙技術 スピンオフ事例 実施企業 

NASA代表例 ・宇宙船の窓コーティング剤 ・曇らないスキーゴーグル、水中マスク等 60社へ 

・アポロ月面ローバ用タイヤ(-195℉) ・スタッドレスタイヤ Goodyear 

・スペースシャトル複合材技術 ・複合材ゴルフクラブ Bacock & Wilcox 

・航空機/宇宙船・飛行士用緩衝材 ・衝撃吸収材「Temper Form」 
快眠枕、ランドセルの肩ベルト 

池田地球 

・Skylab断熱シート ・サバイバル・シート Advanced 
Flexible Materials 

・ジェミニ/アポロ宇宙船回収研究 ・ハングライダー 多数 

JAXA代表例 ・宇宙用－水再生技術 ・浄水装置（災害対策用、等） ﾆｭｰﾒﾃﾞｨｶ・ﾃｯｸ 

・「ようこう」X線望遠鏡用フィルタ ・ガン細胞を見分ける手術用顕微鏡 三鷹光器 

・地球観測衛星「ふよう1号」光学センサ ・非破壊・果樹糖度センサ 三井金属鉱業 

・固体ロケット火工品 ・自動車用エアバッグ・イニシエータ 日産自動車 

・固体ロケットのフレキシブルジョイント ・建築用－免震用積層ゴム支承 ブリジストン 

・フェアリング断熱塗料 ・建築用断熱塗料（GAINA） 日進産業 

・「きぼう」搭載用CCDカメラ ・カプセル型内視鏡 アールエフ 

・宇宙実験用バイオフィルタ ・熱帯魚用水槽浄化材 エイ・イー・エス 

４ 我が国宇宙産業の課題（技術的波及効果への疑問） 

出典：NASA Spinoff  Database HP, JAXA 日本の宇宙技術の主なスピンオフ事例 

宇宙開発の成果はスピンオフとして知られているが ・・・ 
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以下はＮＡＳＡによる開発の成果として誤解されている。 
 

ＮＡＳＡ契約によって開発されたのは事実であるが、既存の利用可能なものを
宇宙システムに使用したとＮＡＳＡが発表している。 

• ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ断層撮影（ＣＴスキャン） 
• 磁気共鳴画像（ＭＲＩ） 
• バーコード 
• クォーツ時計 
• 煙探知機 
• テフロン 
• ベルクロ 

その一方、宇宙利用によって製品の知名度が向上し、売上が増加した事例となった。 

「次期有人宇宙プログラムに関する動向調査」 
日本航空宇宙工業会、平成２３年３月 

４ 我が国宇宙産業の課題（技術的波及効果への疑問） 
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４ 我が国宇宙産業の課題（民間活力の活用） 

米国の動き ： 民間事業者の商業活動を宇宙に拡げる 
 
• 米国の宇宙政策は２０１０年代から以下の方針に転換がなされた。 

 
① 宇宙輸送を民間市場に開放し政府は輸送役務を民間から調達 
 

② ＮＡＳＡは開発費（技術実証）を負担するが、事業リスク（コストに見合う信頼性確保）
は民間事業者が負う 

 
③ 輸送役務は民間企業の競争によってコスト低減を図る 
 
④ 競争に勝った事業者は長期的な契約が保証される 

 
• 背景にはＩＴ市場で成功を収めたベンチャー企業の宇宙事業への参入がある 

 
① 投資家の支援のもと起業家による宇宙事業参入が活発化 
 
② 低コストの輸送システムが政府需要から民間市場へ販路拡大 
 

• 以上の状況は欧州・我が国には合致していない 
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我が国の宇宙産業にとって今後の展望は？ 

５ 我が国宇宙産業の今後の展望 

• 政府計画と商業化 
 

• 国際協力への期待 
 

• 国際競争力の強化 
 



 政府調達衛星の長期にわたる継続的な確保と運用 

 

• 地球観測衛星（気象観測・防災・海洋監視・安全保障） 

 

• 測位衛星（交通管制・建設測量・高精度位置評定サービス） 

 

• 通信衛星（防衛・災害時等の緊急通信網） 

 

• 部品の一括調達によるサプライチェーンの確保 

 

• 衛星の運用はPFI方式による民間活力を利用 

 

 以上の衛星は欧米主要国とも自国の衛星調達を優先して運用 

 

 衛星の海外販路展開には衛星本体とともに構成品の軌道上実績が重要で各国も政府調達衛
星により実績を蓄積 
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５ 我が国宇宙産業の今後の展望（政府計画と商業化） 



 国際標準（ＩＳＯ 宇宙機設計標準 ＳＣ１３・１４）化活動への積極参加 
 
・ 国際協力（水平分業）による部品の共通仕様化 

 
 国際間による共同開発 

 

・ 欧米の工業会（ドイツ・フランス・イギリス・イタリア等）を通じて我が国との企業間協力
が打診されている 

 
・ 新興国（東南アジア・南米・アフリカ・中近東）からの技術協力の要請がある 
 

 昨今の状況 
 
・ 部品やコンポーネントは先進国向け輸出が十分可能な技術レベル 
 

・ 昨今、海外から商用衛星打ち上げサービスの受注、通信衛星の受注、及び各種モ
ジュール、衛星用エンジン等の輸出が増加の傾向 
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４ 我が国宇宙産業の今後の展望（国際協力への期待） 



 宇宙開発のスパイラル構築を確実にする 
 

 宇宙産業の基盤強化のため縦糸と横糸を繋げる   

生産・標準化 
（コストダウン） 応用 

（技術移転） 

市場確保 
(政府調達） 技術開拓 

(宇宙科学研究） 

市場開拓 
（新興国援助） 

産業化 
 

実用化 

技術開発 

先行研究 新規投資 

国際協力 
産官学/企業間連携 

①国際競争力の強化（タテ糸） 
 -   産業基盤の強化 
   （サプライチェーン構築） 
 - 関連下請け企業への技術の普及 
 -   産官学の連携による技術開発 
 

 
②国際協力の推進（ヨコ糸） 
 -  国際間のwin-win関係 
   （水平分業） 
   -  企業間協力を含む国際共同研究開発 
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５ 我が国宇宙産業の今後の展望 
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６ おわりに 

日本航空宇宙工業会は２０１６年１０月に東京ビッグサイトにて
国際航空宇宙展（ＪＡ２０１６）を開催します 

当展示会には世界の主要な宇宙航空関係企業が出展します。 

ＪＡ２０１２（名古屋地区）の状況 
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６ おわりに 

United States

Poland

Korea

France

Taiwan

Czech

Canada

Germany

United Kingdom

Italy

Mexico

Australlia

China

Russia

Israel

Ukraina

Netherland

Singapore

Switzerland

Hong Kong

South Africa

India

Indonesia

Austria

United Nations

Chile

Denmark

Turkey

Belgium

Malaysia

EU

海外出展者数 

199 

ＪＡ２０１２（於名古屋）の記録 ： 
 

 ６３６ 出展者 
 

（４３７ 国内出展者） 
 

 ３２  参加・地域数 
 
（２００８年より１０か国増加） 

第１４回目の開催となるＪＡ２０１６は東京ビッグサイトとの共催
にて実施されます。 
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６ おわりに 

国際航空宇宙展（JA2016)は機体・機器・エンジン等の製造企業のみならず、ソフト
ウェア、教育機材、検査機器、運輸等の幅広い企業の参加するトレードショーです。 

航空産業のみならず宇宙機器、宇宙利用サービス等の技術動向、市場動向
等の情報取得の最適な場を提供します。 

詳細は下記の当工業会ホームページをご覧下さい  

http://www.sjac.or.jp 

http://www.japanaerospace.jp 

 


